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1 総 議会の招集

定例会（年４回）及
び臨時会（必要に応
じ開催）の招集告示
を行う。

市民
議会

義
務

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

1 議会の招集

関係部局と日
程調整を行
い、招集告示
の手続きを行
う。

招集告示回数
（年間）

４回 ４回

関係部局と日
程調整を行
い、招集告示
の手続きを行
う。

招集告示回数
（年間）

５回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
議案書の調
製

各課かいが提案する
議案をとりまとめ、
議会へ提出する。

議会
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし

2
議案書の調
製

議案書等の原
稿に誤りがな
いか審査を行
う。

審査回数（年
間）

１０回 １８回

議案書等の原
稿に誤りがな
いか審査を行
う。

審査回数（年
間）

１１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
議案書の調
製

議案書等の体
裁を整え、表
紙、目次等を
作成する。

作成回数（年
間）

１０回 １８回

議案書等の体
裁を整え、表
紙、目次等を
作成する。

作成回数（年
間）

１１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
議案書の調
製

議案書等の印
刷依頼を行
い、関係部署
へ配布する。

印刷部数（年
間）

３，００
０部

５，３０
０部

議案書等の印
刷依頼を行
い、関係部署
へ配布する。

印刷部数（年
間）

３，３０
０部

可
必
要

可
不
可

無 有り

一時的仕事になるた
め、各課が必要な時
に対応してもらえ
る、再任用職員・臨
時職員・障害者の方
がいれば可能。

予算
なし

3 総
議会資料の
調整

各課かいが提出する
議会資料及び議員が
要求する資料の調整
を行う。

議会
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし

3
議会資料の
調整

議員が要求す
る資料につい
て各課かいへ
作成依頼を行
い、提出する
議会資料の審
査を行う。

審査件数（年
間）

１０回 １０回

議員が要求す
る資料につい
て各課かいへ
作成依頼を行
い、提出する
議会資料の審
査を行う。

審査件数（年
間）

１１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
議会資料の
調整

資料の印刷、
配布を行う。

印刷件数（年
間）

１０回 １０回

資料の印刷依
頼を行い、関
係部署へ配布
する。

印刷件数（年
間）

１１回 可
必
要

可
不
可

無 有り

一時的仕事になるた
め、各課が必要な時
に対応してもらえ
る、再任用職員・臨
時職員・障害者の方
がいれば可能。

予算
なし

4 総
行政側にお
ける議会事
務

委員会等の出席課を
調整するなど、議会
運営を円滑に進め
る。

議会
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 5

行政側におけ
る議会事務

現状維
持

なし
予算
なし

4
行政側にお
ける議会事
務

議案の提案理
由の取りまと
めを行う。

調整回数（年
間）

４回 ４回
議案の提案理
由の取りまと
めを行う。

調整回数（年
間）

５回 5
行政側におけ
る議会事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
行政側にお
ける議会事
務

委員会等への
出席課の調整
を行う。

調整回数（年
間）

４回 ４回
委員会等への
出席課の調整
を行う。

調整回数（年
間）

４回 5
行政側におけ
る議会事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
行政側にお
ける議会事
務

議会事務局か
らの請願・陳
情を受理し、
調整を行う。

調整回数（年
間）

２０件 ３６件

議会事務局か
らの請願・陳
情を受理し、
調整を行う。

調整回数（年
間）

２０件 5
行政側におけ
る議会事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
行政側にお
ける議会事
務

全員協議会開
催の申し入れ
を行う。

申し入れ回数
（年間）

８回 ９回
全員協議会開
催の申し入れ
を行う。

申し入れ回数
（年間）

８回 5
行政側におけ
る議会事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4
行政側にお
ける議会事
務

定例行政報告
会開催の申し
入れを行う。

申し入れ回数
（年間）

８回 ９回
定例行政報告
会開催の申し
入れを行う。

申し入れ回数
（年間）

８回 5
行政側におけ
る議会事務

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

行政総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

行政総務課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

行政総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

行政総務課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

5 総

議決予算・
決算の告
示、県知事
及び会計管
理者 への報
告

議決された予算・決
算の周知を行う。

職員
市民

内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

5

議決予算・
決算の告
示、県知事
及び会計管
理者への報
告

議会が議決し
た予算・決算
の告示手続き
を行う。

告示の手続回
数

６回 ６回

議会が議決し
た予算・決算
の告示手続き
を行う。

告示の手続回
数

７回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5

議決予算・
決算の告
示、県知事
及び会計管
理者への報
告

議会が議決し
た予算・決算
を県知事及び
会計管理者へ
報告する

報告回数 ６回 ６回

議会が議決し
た予算・決算
を県知事及び
会計管理者へ
報告する

報告回数 ７回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
各行政委員
会との連絡
調整

市長部局と各行政委
員会との円滑な連絡
調整を行う。

職員
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

6
各行政委員
会との連絡
調整

議会から文書
を収受し、周
知を行う。

処理できな
かった回数

０回

０回
（処理件
数３１
件）

議会から文書
を収受し、周
知を行う。

処理件数 ３０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
各行政委員
会との連絡
調整

教育委員会か
ら文書を収受
し、周知を行
う。

処理できな
かった回数

０回

０回
（処理件
数１３
件）

教育委員会か
ら文書を収受
し、周知を行
う。

処理件数 １５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
各行政委員
会との連絡
調整

選挙管理委員
会から文書を
収受し、周知
を行う。

処理できな
かった回数

０回
０回
（処理件
数０件）

選挙管理委員
会から文書を
収受し、周知
を行う。

処理件数 ５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
各行政委員
会との連絡
調整

監査委員から
文書を収受
し、周知を行
う。

処理できな
かった回数

０回

０回
（処理件
数５２
件）

監査委員から
文書を収受
し、周知を行
う。

処理件数 ５０件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総

藤沢市、平
塚市及び寒
川町との行
政境界確認

行政境界の確認・復
元を行う。

市民
内
部

950
活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 500

現状維
持

なし 維持

7

藤沢市、平
塚市及び寒
川町との行
政境界確認

現地調査・立
会を行い、行
政境界確認用
の測量図・公
図写し等を作
成する。

測量図作成距
離。

２００ｍ ２８０ｍ 950

現地調査・立
会を行い、行
政境界確認用
の測量図・公
図写し等を作
成する。

測量図作成距
離。

２００ｍ 500
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

7

藤沢市、平
塚市及び寒
川町との行
政境界確認

行政境界の確
認書を作成す
る。

確認書の作成
平成２１
年３月

平成２１
年３月

行政境界の確
認書を作成す
る。

確認書の作成
平成２２
年３月

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
予算
なし

8 総
部長会議事
務

部長会議を円滑に遂
行させるため、日
程、資料等必要な調
整を行う。

職員
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし

8
部長会議事
務

会議日程の調
整、資料の取
りまとめ及び
会議の運営

会議の開催日
数

年１２回 年１９回

会議日程の調
整、資料の取
りまとめ及び
会議の運営

会議の開催日
数

年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
部長会議事
務

会議報告書の
作成

作成件数 年１２回 年１９回
会議報告書の
作成

作成件数 年１２回 可
必
要

可
不
可

無 有り

一時的仕事になるた
め、各課が必要な時
に対応してもらえ
る、再任用職員・臨
時職員・障害者の方
がいれば可能。

予算
なし

9 総
庶務担当課
長会議

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
有り

予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

行政総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

行政総務課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

9
庶務担当課
長会議事務

会議日程の調
整、資料の取
りまとめ及び
会議の運営

会議の開催日
数

年８回 年１２回

会議日程の調
整、資料の取
りまとめ及び
会議の運営

会議の開催日
数

年８回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
庶務担当課
長会議事務

会議報告書の
作成

作成件数 年８回 年１２回
会議報告書の
作成

作成件数 年８回 可
必
要

可
不
可

無 有り

一時的仕事になるた
め、各課が必要な時
に対応してもらえ
る、再任用職員・臨
時職員・障害者の方
がいれば可能。

予算
なし

10 総

情報公開請
求に係る受
付及び各課
かいとの連
絡調整

行政文書の公開を行
うことにより市政に
対する市民の理解を
深める。

市民
義
務

3
活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 60 4

情報公開請求
に係る受付及
び各課かいと
の連絡調整

現状維
持

なし 維持

10

情報公開請
求に係る受
付及び各課
かいとの連
絡調整

公開請求に係
る行政文書を
特定し、請求
者に手続きを
説明する。

受付窓口の開
設日数

２４３日 ２４３日

公開請求に係
る行政文書を
特定し、請求
者に手続きを
説明する。

受付窓口の開
設日数

２４１日 4

情報公開請求
に係る受付及
び各課かいと
の連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無
予算
なし

10

情報公開請
求に係る受
付及び各課
かいとの連
絡調整

事務担当課と
公開・非公開
の調整をす
る。

請求件数
150件
（年間）

151件
（年間）

事務担当課と
公開・非公開
の調整をす
る。

請求件数
150件
（年間） 4

情報公開請求
に係る受付及
び各課かいと
の連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無
予算
なし

10

情報公開請
求に係る受
付及び各課
かいとの連
絡調整

写し等の交付
に要する費用
を徴収し、公
開を行う。

徴収額（年
間）

150,00
0円

278,77
0円

3

写し等の交付
に要する費用
を徴収し、公
開を行う。

徴収額（年
間）

150,00
0円

60 4

情報公開請求
に係る受付及
び各課かいと
の連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 維持

11 総
行政文書目
録の公開

行政文書情報を的
確、迅速かつ容易に
得られるようにする
ため。

市民
義
務

外的要因により活動
指標を達成できな
かったものの、改善
の見込みがたち今後
成果が見込める。

Ｃ 現状維
持

なし
予算
なし

11
行政文書目
録の公開

行政文書目録
をデータベー
ス化し、イン
ターネットで
公表する。

行政文書目録
の更新

４回
（年間）

０回
（年間）

行政文書目録
をデータベー
ス化し、イン
ターネットで
公表する。

行政文書目録
の更新

４回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
情報公開制
度の運用状
況の公表

情報公開制度の運営
について公正性と透
明性の向上を図るた
め。

市民
義
務

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

12
情報公開制
度の運用状
況の公表

情報公開制度
の運用状況を
毎年広報紙で
公表する。

広報紙での公
表

1回
（年間）

1回
（年間）

情報公開制度
の運用状況を
毎年広報紙に
公表する。

広報紙での公
表

1回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

13 総
情報公開制
度の研究

情報公開制度の適正
な運用を行うため。

市民
内
部

47
活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 55 2

情報公表制度
の適正な運用

現状維
持

なし 維持

13
情報公開制
度の研究

審査会答申事
例や判例、書
籍等を参考に
制度の研究を
行う。

研究に費やし
た時間（年
間）

60時間 60時間 47

審査会答申事
例や判例、書
籍等を参考に
制度の研究を
行う。

研究に費やし
た時間（年
間）

60時間 55
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
情報公開制
度の研究

市政に関する
情報(重要な基
本計画、条例
等)を構想段階
で公表する。

市政情報公表
一覧表の更新

紙の更新
年４回

紙の更新
年４回

市政に関する
情報(重要な基
本計画、条例
等)を構想段階
から公表す
る。

市政情報公表
一覧表の更新

紙の更新
年４回

2
情報公表制度
の適正な運用

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14 総

情報公開・
個人情報保
護審議会の
開催

情報公開制度の改善
を行うため。

委員
義
務

182
適切に行われてい
る。 Ａ 659

現状維
持

なし 維持

14

情報公開・
個人情報保
護審議会の
開催

会議の事前準
備、議事録の
作成、報酬の
支払い等を行
う。

審議会の開催
４回
（年間）

３回
（年間）

182

会議の事前準
備、議事録の
作成、報酬の
支払い等を行
う。

審議会の開催
４回
（年間）

659
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

行政総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

行政総務課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

15 総

情報公開・
個人情報保
護審査会の
開催

情報公開制度におけ
る不服申立てに対す
る審査を行うため。

委員
義
務

132
適切に行われてい
る。 Ａ 362

現状維
持

なし 維持

15

情報公開・
個人情報保
護審査会の
開催

会議の事前準
備、議事録の
作成、報酬等
の支払い等を
行う。

審査会の開催
５回
（年間）

３回
（年間）

132

会議の事前準
備、議事録の
作成、報酬等
の支払い等を
行う。

審査会の開催
５回
（年間）

362
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

16 総

個人情報の
開示・訂
正・利用停
止請求に係
る受付及び
各課かいと
の連絡調整

市が保有する個人情
報に関し、情報主体
である個人に対し
て、開示等の請求権
を保障するため。

市民
義
務

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 3

個人情報の開
示・訂正・利
用停止請求に
係る受付及び
各課かいとの
連絡調整

現状維
持

なし
予算
なし

16

個人情報の
開示・訂
正・利用停
止請求に係
る受付及び
各課かいと
の連絡調整

開示請求等に
係る行政文書
を特定し、請
求者に手続き
を説明する。

受付窓口の開
設日数

２４３日 ２４３日

開示請求等に
係る行政文書
を特定し、請
求者に手続き
を説明する。

受付窓口の開
設日数

２４１日 3

個人情報の開
示・訂正・利
用停止請求に
係る受付及び
各課かいとの
連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

個人情報の
開示・訂
正・利用停
止請求に係
る受付及び
各課かいと
の連絡調整

事務担当課と
請求に対する
決定について
調整をする。

請求件数
４０件
（年間）

４７件
（年間）

事務担当課と
請求に対する
決定について
調整をする。

請求件数
４０件
（年間）

3

個人情報の開
示・訂正・利
用停止請求に
係る受付及び
各課かいとの
連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

16

個人情報の
開示・訂
正・利用停
止請求に係
る受付及び
各課かいと
の連絡調整

写し等の交付
に要する費用
徴収し、開示
等を行う。

徴収額（年
間）

1,000円 1,000円

写し等の交付
に要する費用
徴収し、開示
等を行う。

徴収額（年
間）

1,000円 3

個人情報の開
示・訂正・利
用停止請求に
係る受付及び
各課かいとの
連絡調整

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
個人情報取
扱事務登録
簿等の管理

市民等が自己に関す
る情報の所在や内容
を確認し、積極的に
自分の情報に関与す
ることができるよう
にするため。

市民
義
務

適切に行われてい
る。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

17
個人情報取
扱事務登録
簿等の管理

各課かいの個
人情報取扱事
務の登録を行
い、一般に供
覧する。

登録件数 ４８０件 ３９８件

各課かいの個
人情報取扱事
務の登録を行
い、一般に供
覧する。

登録件数 ４００件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18 総

個人情報保
護制度の運
用状況の公
表

個人情報保護制度の
運営について公正性
と透明性の向上を図
るため。

市民
義
務

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

18

個人情報保
護制度の運
用状況の公
表

個人情報保護
制度の運用状
況を毎年広報
紙で公表す
る。

広報紙での公
表

１回
（年間）

１回
（年間）

個人情報保護
制度の運用状
況を毎年広報
紙で公表す
る。

広報紙での公
表

１回
（年間）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総

個人情報の
取扱いに関
する苦情の
処理

個人情報の取扱いに
関し、事業者と本人
との間に生じた苦情
が適切かつ迅速に処
理されるようにする
ため。

市民
義
務

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

19

個人情報の
取扱いに関
する苦情の
処理

個人情報の取
扱いに関し、
苦情の処理の
あっせん等を
行う。

個人情報の取
扱いに関する
苦情適正対応
割合

１００％ １００％

個人情報の取
扱いに関し、
苦情の処理の
あっせん等を
行う。

個人情報の取
扱いに関する
苦情適正対応
割合

１００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20 総
個人情報保
護制度の研
究

個人情報保護制度の
適正な運用を行うた
め。

市民
内
部

活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 現状維

持
なし

予算
なし

20
個人情報保
護制度の研
究

審査会答申事
例や判例、書
籍等を参考に
制度の研究を
行う。

研究に費やし
た時間（年
間）

５０時間 ５０時間

審査会答申事
例や判例、書
籍等を参考に
制度の研究を
行う。

研究に費やし
た時間（年
間）

５０時間
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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⑤
そ
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③
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間
活
用

②
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営
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事
業
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総
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フ
ラ
グ
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②
ニ
ー
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当該事務事業
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（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値
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に対す
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予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名
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（合計）

活動指標の名称

21 総
市政情報
コーナーの
充実、管理

市民への情報提供を
充実し、行政の透明
性を高めるため。

市民
政
策

210
活動指標を達成し、
成果が出ている。 Ａ 284 未 高 高 高

現状維
持

有り 維持

21
市政情報
コーナーの
充実、管理

市政情報コー
ナーの資料の
収集・整理・
貸出、目録の
整備を行う。

行政資料の配
架

７００冊 ７５０冊 210

市政情報コー
ナーの資料の
収集・整理・
貸出、目録の
整備を行う。

行政資料の配
架

７５０冊 284 可
必
要

可
不
可

無 有り

市政情報コーナーの
管理事務について
は、再任用職員、臨
時職員等の対応が可
能

維持

22 総
有償刊行物
の販売

市民への情報提供を
充実し、行政の透明
性を高めるため。

市民
政
策

適切に行われてい
る。 Ａ 未 高 高 高

現状維
持

有り
予算
なし

22
有償刊行物
の販売

有償頒布する
刊行物の頒布
を行う。

歳入金額（年
間）

60,000
円

49,200
円

有償頒布する
刊行物の頒布
を行う。

歳入金額（年
間）

60,000
円

可
必
要

可
不
可

無 有り

一時的な仕事(有償
刊行物購入希望者対
応)になるため必要
なときに対応が出来
る再任用職員、臨時
職員等がいれば可能

予算
なし

23 総
統計調査員
に関する事
務

統計調査員制度の推
進を図る。

統計調
査員

義
務

26

調査員は円滑に調査
活動を実施すること
ができ、成果が出て
いる。

Ａ 46
現状維

持
なし 維持

23
統計調査員
に関する事
務

統計調査員研
修会等を開催
する。

研修会の開催
回数（年間）

１回 １回 26
統計調査員研
修会等を開催
する。

研修会の開催
回数（年間）

１回 46
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総

統計調査の
円滑な実施
に関する事
務

県、統計協会、市部
研究会等との連携及
び統計職員の能力向
上を図る。

県
義
務

25

統計業務の情報交換
と統計データー利用
の向上が図られるこ
とにより、成果が出
ている

Ａ 65
現状維

持
なし 維持

24

統計調査の
円滑な実施
に関する事
務

各会議及び研
修会へ出席す
る。

各会議及び研
修会への出席
回数（年間）

随時
会議11
回
研修２回

25
各会議及び研
修会へ出席す
る。

各会議及び研
修会への出席
回数（年間）

随時 65
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総

統計調査の
普及啓発等
に関する事
務

統計年報等を作成し
各種行政施策に活用
する。

市民・
各課か

い

義
務

96

市民ニーズがあり、
様々な統計情報を提
供することで、成果
が出ている。

Ａ 61
現状維

持
なし 維持

25

統計調査の
普及啓発等
に関する事
務

関連データか
ら冊子を作成
し、イントラ
ネットとＨＰ
を更新する

冊子発行回
数、イントラ
ネット・ＨＰ
更新回数（年
間）

１回 １回 96

関連データか
ら冊子を作成
し、イントラ
ネットとＨＰ
を更新する

冊子発行回
数、イントラ
ネット・ＨＰ
更新回数（年
間）

１回 61
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総
人口統計調
査の実施

転入・転出・出生・
死亡等の人口と世帯
数を把握し、各種行
政及びその他の事務
に活用する。

市内全
世帯

義
務

10

市民ニーズがあり、
正確にスムーズに提
供することで、成果
が出ている。

Ａ 10
現状維

持
なし 維持

26
人口統計調
査の実施

「人口統計調
査報告表」と
「茅ヶ崎市の
人口と世帯」
を作成する

県への報告及
びイントラ
ネット・ＨＰ
の更新

月１回 月１回 10

「人口統計調
査報告表」と
「茅ヶ崎市の
人口と世帯」
を作成する

県への報告及
びイントラ
ネット・ＨＰ
の更新

月１回 10
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
年齢別人口
統計調査の
実施

毎年１月１日現在人
口の年齢構成を明ら
かにし、各種行政施
策の基礎資料とす
る。

市内全
世帯

義
務

10

市民ニーズがあり、
正確にスムーズに提
供することで、成果
が出ている。

Ａ 10
現状維

持
なし 維持

27
年齢別人口
統計調査の
実施

毎年１～１２
月の人口移動
及び国勢調査
データを加味
し集計する

県への報告及
びイントラ
ネット・ＨＰ
の更新

年１回 年１回 10

毎年１～１２
月の人口移動
及び国勢調査
データを加味
し集計する

県への報告及
びイントラ
ネット・ＨＰ
の更新

年１回 10
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

28 総
工業統計調
査の実施

工業（製造業）にお
ける生産活動の実態
を明らかにする。

市内製
造業事
業所

義
務

550
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 558
現状維

持
なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

行政総務課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

行政総務課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

28
工業統計調
査の実施

調査員の選
考、説明会の
開催、調査票
の配布・回
収・審査等

調査の実施 年１回 年１回 550

調査員の選
考、説明会の
開催、調査票
の配布・回
収・審査等

調査の実施 年１回 558
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

29 総
学校基本調
査の実施

学校教育行政に必要
な学校に関する基本
的事項を明らかにす
る。

市内小
中学校
幼稚園

等

義
務

19
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ 21
現状維

持
なし 維持

29
学校基本調
査の実施

説明会への出
席、学校等へ
の依頼、調査
票の回収・審
査・提出

調査の実施 年１回 年１回 19

説明会への出
席、学校等へ
の依頼、調査
票の回収・審
査・提出

調査の実施 年１回 21
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

701 総
経済センサ
ス調査区設
定の実施

調査員の担当区域を
明確にし、調査の重
複・脱漏を防ぎ、結
果の正確を期する。

市内全
域

義
務

28
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

701
経済センサ
ス調査区設
定の実施

説明会への出
席、調査区地
図の作成、審
査等

提出期限
指定期日
までに

平成２０
年７月に
県へ提出

28

702 総
経済センサ
ス（準備）
の実施

平成２１年に実施さ
れる経済センサス基
礎調査の準備事務を
行う。

県
義
務

4
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ

702
経済センサ
ス（準備）
の実施

市町村事務打
合会に出席す
る

市町村事務打
合会への出席
回数
（年間）

事務打合
会
1回

事務打合
会
1回

4

703 総
漁業センサ
スの実施

我が国の漁業の生産
構造、産業構造等の
実態と変化を明らか
にする。

市内の
自営漁
業者

義
務

147
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

703
漁業センサ
スの実施

調査員の選
考、説明会の
開催、調査票
の配布・回
収・審査等

審査までの期
限

指定期日
までに

平成２０
年12月
に県へ提
出

147

704 総
住宅・土地
統計調査の
実施

住宅・土地の保有状
況及び世帯の居住状
況等の実態を調査
し、その現状と推移
を全国及び地域別に
明らかにする。

市内
283

調査区

義
務

8,494
目標とした期限まで
に事務を行い、成果
が出ている。

Ａ

704
住宅・土地
統計調査の
実施

調査員・指導
員の選考、説
明会の開催、
調査票の配
布・回収・審
査等

審査までの期
限

指定期日
までに

平成２０
年12月
に県へ提
出

8,494

30 総
経済センサ
ス基礎調査
の実施

事業所及び企業の基
本的構造を明らかに
すると共に、各種統
計調査の母集団情報
の整備を図る。

市内約
6,000
の事業
所及び
企業

義
務

5,829 1
基幹統計調査
の実施

現状維
持

なし

30
経済センサ
ス基礎調査
の実施

調査員・指導
員の選考、説
明会の開催、
調査票の配
布・回収・審
査等

審査までの期
限

指定期日
までに

5,829 1
基幹統計調査
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

31 総
国勢調査調
査区設定の
実施

平成22年国勢調査
実施のために、市内
全域を区分し、調査
員の担当区域を明確
にし、調査の正確性
を期する。

市内約
1,700
調査区

義
務

337 1
基幹統計調査
の実施

現状維
持

なし 維持

31
国勢調査調
査区設定の
実施

説明会への出
席、調査区地
図の作成、審
査等

提出期限
指定期日
までに

337 1
基幹統計調査
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持
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32 総
農林業セン
サスの実施

農林業経営体の実態
を明らかにする。

市内の
農林業
経営体

義
務

1,570 1
基幹統計調査
の実施

現状維
持

なし 維持

32
農林業セン
サスの実施

調査員・指導
員の選考、説
明会の開催、
調査票の配
布・回収・審
査等

審査までの期
限

指定期日
までに

1,570 1
基幹統計調査
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

33 総
全国消費実
態調査の実
施

家計の収支及び貯
蓄、負債、住宅など
の家計資産を調査
し、全国及び地域別
の水準・構造を明ら
かにする。

二人以
上の世
帯及び
単身者

約
100
世帯

義
務

4,636 1
基幹統計調査
の実施

現状維
持

なし 維持

33
全国消費実
態調査の実
施

調査員・指導
員の選考、説
明会の開催、
調査票の配
布・回収・審
査等

審査までの期
限

指定期日
までに

4,636 1
基幹統計調査
の実施

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持


